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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成25年8月1日(2013.8.1)

【公開番号】特開2012-136578(P2012-136578A)
【公開日】平成24年7月19日(2012.7.19)
【年通号数】公開・登録公報2012-028
【出願番号】特願2010-288408(P2010-288408)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｊ   9/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｊ   9/00    ＣＥＲＡ
   Ｃ０８Ｊ   9/00    ＣＥＺ　

【手続補正書】
【提出日】平成25年6月14日(2013.6.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂組成物を溶融押し出しする工程と、
　溶融押し出しされた熱可塑性樹脂フィルムを冷却固化する工程と、
　冷却固化された前記熱可塑性樹脂フィルムを搬送方向に延伸する工程を備え、前記延伸
する工程は、（ａ）速度の異なる上流ローラと下流ローラを使用し、（ｂ）前記下流ロー
ラと前記熱可塑性樹脂フィルムの速度比を１．０１以上１．１０以下とし、（ｃ）延伸応
力をσ１、破断応力をσ２としたとき、σ２×０．５≦σ１＜σ２の範囲で、（ｄ）延伸
開始点から１０ｍｍ以内の範囲で、前記熱可塑性樹脂フィルムの厚さを１／２以下に延伸
することを含む空洞含有樹脂成形体の製造方法。
【請求項２】
　前記下流ローラと前記上流ローラの速度比が２以上１２以下である請求項１記載の空洞
含有樹脂成形体の製造方法。
【請求項３】
　熱処理温度をＴ（℃）、延伸温度をＴｄ（℃）、前記熱可塑性樹脂組成物の溶融温度を
Ｔｍ（℃）としたとき、Ｔｄ（℃）≦Ｔ（℃）＜Ｔｍ-２０（℃）で示される範囲の熱処
理温度Ｔ（℃）で、冷却固化された前記熱可塑性樹脂フィルムの少なくとも一方面から熱
処理する工程を含む請求項１又は２記載の空洞含有樹脂成形体の製造方法。
【請求項４】
　前記熱処理する工程が、前記熱可塑性樹脂フィルムの両面から熱処理することを含む請
求項３記載の空洞含有樹脂成形体の製造方法。
【請求項５】
　前記熱可塑性樹脂組成物が一種類の熱可塑性樹脂組成物から構成される請求項１から４
のいずれか１記載の空洞含有樹脂成形体の製造方法。
【請求項６】
　前記熱可塑性樹脂組成物が結晶性ポリマーである請求項１から５のいずれか１記載の空
洞含有樹脂成形体の製造方法。
【請求項７】
　前記結晶性ポリマーがポリエステル類である請求項６記載の空洞含有樹脂成形体の製造
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方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　本発明の空洞含有樹脂成形体の製造方法は、熱可塑性樹脂組成物を溶融押し出しする工
程と、溶融押し出しされた熱可塑性樹脂フィルムを冷却固化する工程と、冷却固化された
前記熱可塑性樹脂フィルムを搬送方向に延伸する工程を備え、前記延伸する工程は、（ａ
）速度の異なる上流ローラと下流ローラを使用し、（ｂ）前記下流ローラと前記熱可塑性
樹脂フィルムの速度比を１．０１以上１．１０以下とし、（ｃ）延伸応力をσ１、破断応
力をσ２としたとき、σ２×０．５≦σ１＜σ２の範囲で、（ｄ）延伸開始点から１０ｍ
ｍ以内の範囲で、前記熱可塑性樹脂フィルムの厚さを１／２以下に延伸することを含む。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　本発明の空洞含有樹脂成形体の製造方法は、好ましくは、前記熱処理する工程が、前記
熱可塑性樹脂フィルムの両面から熱処理することを含む。
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